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沖縄の森林業の歴史的展開と今後の展望:持続的森林管理へのパラダイムシフ ト
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琉球大学農学部附属亜熱帯フィーノレド科学教育研究センター

Historical evolution and future prospects of Okinawa's forestry: A major paradigm shift 
for sustainable forest management 

Masami SHIBA合

SubtropicaJ FieJd Science Centel; FacuJty of AgricuJture， University of the Ryukyus 

Abstract: The Yambaru region located in the northern pa1't of Okinawa's main island belongs to a subt1'opical ma1'ine 

climate zone. Such meteo1'ological envi1'onment has created the bountiful fo1'ests of Yamba1'u and those forests have 

nurtured impo1'tant habitats fo1' a la1'ge numbe1' of inte1'nationally recognized endemic and native species. Although the 

Yamba1'u fo1'est only cove1's 0.1% of Japan's fo1'est a1'ea， this woodland is well-known fo1' its species dive1'sity and high 

density of flo1'a and fauna， including the IUCN Red List Th1'eat巴nedSpecies-Okinawa spiny 1'at (Tokudaia osimensis)， 

Okinawa woodpeck巴1'(Dθ'ndl"ocopoSnuguchu)， Ishikawa f1'og(Rana ishJJcawa) and Okinawa 1'ailCGaJJiI"aJJus okinawae)-

that dwell in the fo1'est a1'ea. P1'esently the1'e are effo1'ts being made to designated the Yamba1'u forests as a national 

pa1'k du巴 toinsc1'ibe on th巴 Listof World Natu1'al He1'itage (WNH). The p1'otection of endange1'ed animal and endemic 

plant species has b巴巴na g1'eat issue fo1' various stakeholders that p1'essed fo1' 1'apid p1'otection and conse1'vation of the 

forest a1'ea. On anothe1' f1'ont， du1'ing the age of the Ryukyu Kingdom， the Yamba1'u fo1'est was 1'espectfully managed 

unde1' the Somayama system established by Sai On who was Th1'ee Chancellor of the Ryukyu Cou1't. Within this system， 

timber f1'om the Yamba1'u was shipped mainly fo1' building， fo1' heating and fo1' wooden p1'oducts necessa1'y fo1' u1'ban 

dwelle1's life and 1'efo1'ested a1'eas afte1' ha1'vesting t1'ees， thereby p1'otecting the fo1'est unde1' a t1'aditional p1'actical 

knowledge. Now the critical issue occu1's in Yamba1'u is on how to imp1'ove society's pe1'ception and unde1'stand the 

sustainable use of fo1'est 1'esou1'ces fo1' a stable and efficient fo1'est management system. The concept of sustainability 

contempo1'aneous o1'iginated with Hans Ca1'l von Ca1'lowitz， di1'ecto1' of the mines in Saxony， who w1'ote Sylvicultu1'a 

Oeconomica in 1713. The autho1' discusses the pa1'adigm shift fo1' sustainable fo1'est management of Yamba1'u 1'egion 

th1'ough the diffe1'ent embodying in Japan and Ge1'man's histo1'ical views of sustainability (Nachhaltigkeit). 
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Keywo1'ds: Yamba1'u， World Natural He1'itage， Sustainable fo1'est management， Sustained p1'inciple and yield 

1'egulation， Paradigm shift 
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はじめに

沖縄県の森林は戦禍による破壊，戦後の復興材需要による

過伐により著しく荒廃したが各種の森林造成 ・整備事業の展

開とともに約 10000haの人工林が整備され資源内容も徐々

に回復しつつある 1包)県全体の森林面積は 105264ha(森林

率 :46%)であるが，地域的には，沖縄木島北部及び八重山地域

に偏在し，本島中南部地域や宮古地j或は極端に少ない.

本島北部の国頭村 ・大宜味村 ・東村を中心とするゃんばる

地域は，県全体の森林面積の約 26%を占め，森林率は 80%に逮

している.ここは，17世紀琉球国の時代から“村山"として林業

の中心であり，中南部の都市部への木材や林産物の供給地と

して重要な役割を巣た してきていた 3'4)沖縄県になった今で

も森林・林業の中核地として森林資源の利活用や環境保全，

今 日的な森林文化や環境教育の様々 な実践 ・学習の場として

の役割を担っている 5'7)一方，イ タジイ，オキナワウラ ジロカ、

シ，イジュ等が優先する亜熱帯照葉樹林は，沖縄本島全域の水

源地 (80%以上を供給)として非常に重要な森林地帯でもあ

り，しかも絶滅が危倶されているヤンパノレク イナ，ノグチゲラ，

ケナガネズミ ，オキナワ トゲネズミ，オキナワイシカワガエル，

ヤンパノレテナガコガネ，など多くの固有種の生息地域とし

て，2016年9月わが国で 33番目，沖縄県としては3番目 (2007
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年 8月 :西表石垣国立公国，2014年 3月 ・慶良間諸島国立公

園)の「ゃんばる国立公園・陸域 13622haJに指定された.

この国立公園化の担保処置を受け，最短で 2018年夏の世界自

然遺産「奄美大島，徳之島，沖縄島北部及び西表島(鹿児島県 ・

沖縄県)J登録に向けて関係省庁や地元関係者による準備が加

速化 している 8-ωーそのため，今後，ゃんばる地域の森林管理や

環境保全の問題は，従来にも増して地域社会を巻き込んだ複

雑な状況を呈する ことが推測される.すなわち，温帯 ・亜熱帯

常緑広葉樹が混生 ・優占する複雑な森林構造，人為的イ ンパク

トに脆弱な森林生態系，常習的な気象災害と森林造成の不確

実性など，亜熱帯島暁森林に特有な自然環境条件と ，振興開発

行政や基地問題と リンクした林業施策や森林管理が展開され

てきたという歴史的背景等が存在するからである 10-13)

本報告は，ゃんばる地域を含む沖縄の森林利用の歴史を術

|敵して，将来を見据えた森林の管理や経営の在り方を模索 し

ようと するものである特に，森林資源、の持続性という課題を

「森林の経済的資源利用 と公的環境管理とのパラダイムシフ

ト」という 視点に立って論考する.

研究方法及び資料

本研究では，先行研究結果の取り纏め，関係行政機関(沖縄

県農林水産部，沖縄開発庁農林水産部，環境省那覇自然環境事

務所，国頭村経済課等)の報告書や統計資料，現地での聞き取

り，GIS・衛星画像データ解析に基づく各種主題図の作成 ・分

析により 基礎データを得た

結果及び考察

1. 森林資源、と林業の展開

(1) 森林資源概要

沖縄県全体の森林面積は 105264haであり ，森林率は 46%

と全国の 68%に比べて低い.地域的には沖縄島北部

(52000ha:64%)及び八重山地域 (36000ha:61%)に偏在 し，

本島中 ・南部地域 (13000ha:21%)や宮古地域 (4000ha:

16%)では森林は少ない.一方，国頭村 ・大宜味村 ・東村の木島

北部 3村のやんばる地域は県全体の約 26%(27000ha) を

占め，森林率も 80%に達している.森林の所有形態については，

国有林が 31000ha(30%) ，民有林が 74000ha(70%) であ

り，民有林の内訳は，市町村有林が 43000ha(58%)，私有林が

26000ha (35%)，県有林が 6000ha(7%) となっている.固有

林は本島北部と西表島に集中していること，市町村有林の面

積率が高いことが特徴である.民有林の総蓄積量は 883万 m3

で，林種別では，天然林 747万 m3 (84%) ，人工林 136万 m3

(16%)で，針 ・広区分では広葉樹 652万 m3 (74%) ，針葉樹

231万 m3 (26%) となっている.ちなみに，木土復帰の 1972

年から 2008年の 36年間で，民有林の単位面積当たりの蓄積

量は 40m3/haから 125m3/haとほぼ 3倍に増加 した 14)

(2)木材需給

本土復帰後の沖縄県の木材需給量(1972-2010年統計)の推

移を供給元別 (輸入 ・移入 ・県産)に示したのが Fig.1であ

る.2010年度の総木材需給量 132.4千 m3の内訳は，夕外ト材 12.3

千 m3 (ω9.3%) 

m3 (ω4.6%) となつており ，移入材への依存度が極めて高い

総需給量は 1990年前後(位20万 m3η) から減少し，その後 5仔-7

万 m3レべルで横ばい状態を呈 している.斬斬輸}入材の減少と移入

材(主に九リ州、t刊1'1産スギギ、材)の急増，1叩0%前後でで、の県産材率の十推i佐t移

が特{徴数的でで、ある供給元別の木材需給量割合の変化の詳細を

示したのが Fig.2で，ここでの統計期間は 1953-2014年であ

る.1962年/63年，1993年/94年の 2期を境とする供給構造の

変化が顕著に認められる前者はそれまで優勢であった県産

材や移入材に変わって外材が主流となる分岐点を，後者は外

材に変わって移入材 が主流となり 現在に至る分岐点である

15・16)沖縄県の需給量が激減していったことがわかる.この減

少部分が外材であったことは Fig.2からも明白である
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Fig.1. Changes in timber supply and demand by regions 

in 1972-2010. 

図-1沖縄県の供給元別木材需給量推移(千m3n972-2010年

木材書館量{万唱さ}と出所朋割合(%)の律事 19o3-20U年 (62年 間 〉
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Fig.2. Timber volume and ratio by regions in 1953-2014. 

図-2木材需給量及び供給元別割合の推移 :1953-2014年.
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(3)県産材の生産環境

Fig.3は，1961年から 2010年までの県産材の生産量(m3/主|三)

の推移とこの間の森林 ・林業に関わる主だった社会事象を小

史的に記述したものである.

1972年の本土復帰前のベ トナム戦争の一時期，4万 m3-10

万 m3の変動幅で-大規模な伐採 ・素材生産が行われたことが

わかる.復帰後生産量は急激に減少し 1990年代の初め頃まで

2万 m3前後で推移している.その後は約半分の l万 m3レベル

を暫く維持した後，最近の生産量の水準で、ある 5千 m3まで骨折

減した.県産材の一般的な用途は，木炭やシイタケ原木(椅木)，

パノレプ用チップ，矢板 ・ 型枠用であるが，伐採対象森林は~"J 有

林と県有林であり，主に森林組合への立木処分という形で実

施されている.図に示している様に，1980年代後半からの自然

環境保護運動の高まりと共に，伐採量や伐採法，伐区や作業時

期など様々な規制や制限が実施され，林道や作業道の開設，構

造物や排水施設の技術的問題等とも{井せて，生産活動への厳

しい状況が生起 した

一方，沖縄本島北部の東系列 5ダムと 呼ばれる福地，新川，

安波，普久川 1，辺野喜の各ダムの内，1969年に福地ダムの建設

が始まり，その後も延々と工事が続いて来ている ーその

問，1972-1993年の 21年間は毎年のように給水制限が行われ

ている(図中央の給水制限日数を参照)驚くことに 1年間に

259日の給水制限もあった年(1981年)もあるこの差し迫っ

た事実が，ダムの必要性をより高めたとも言える.そのダム工

事に伴う道路建設や水没予定地の森林資源の利活用の必要性

から，北部森林組合(1974年)が，また第 2次沖縄振興開発計画

120000 

(m'l年}

100000 

80000 

60000 

中期の 1977年からは，その後 17年の歳月をかけて開設され

る大国林道の着手に伴い，国頭村森林組合(1984年)が設立さ

れた.この様に，戦後の木県が置かれた特殊な状況から生み出

された森林組合であったが，経済格差の著しい北部地域での

雇用を倉門出したのも事実である.

また，それと呼応するように，この時期，ノグチゲラ(1977年)， 

ヤンパノレクイナ(1981年)ヤンバルテナガコガネ(1984年)を

はじめとする固有種 ・希少種が相次いで、見つかっており，これ

らがその後の国立公闘化に続く始点となったと 言える

7・13.l5・18)

2.森林経営・管理の指導原則

(1)指導原則と持続性原則

森林経営 ・管理の!ヨ楳ー森林諸機能の利活用目的ーを体系化

するものが指導原則lであり，時代や国，社会や森林の状況等に

より異なっている 19)例えば，現在の国有林の森林経営 ・施業

の指導原則となっているのは，①合自然性原則，②保続性原則，

③経済性原則，④生物多様性原則であり，最も基本的な原則と

して r合自然性原則JJと「保続性原良IJJを位置付けている 20)

一方，これまで森林経理学分野において一般的に受け入れら

れ，森林管理の目標として体系化された指導原則が，①公共性

原則，②経済性原則，③生産性原貝11，④収益性原則，⑤保続性原

則，⑥合自然性原則，⑦国土保全原則である 21-23)ー丸山 24・25)は，

この 7指導原則問のヒエラノレヒーについて，合自然性原則は

森林生態系に順応した森林管理を考究するもので，その他の 6

原則の最上位に位置づけられること，経済性原則，生産性原則，
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Fig.3. Changes in timber production and associated social circumstances in 1961-2010. 

図ー31961-2010年期の県産材の生産量推移と森林 ・林業に関係した主な社会的出来事.



54 琉球大学j没学音11学術報告 第 63号 (2016) 

収主主性原則は，基本的に 「経済効率性j と同義であること，公

共性原則が公共の福祉を目的に木材生産に加え公益的機能

の高度発障を目的とすること，公益的機能の内，土砂災害防止

機能と土壊保全機能を，国土保全機能原則が重層的に強調し

ていること，との見解を示している.さらに，森林管理に独 自 1~11

なものとして，核となる指導原則が「保続性原則」であると 言

及している。

1992年の環境と開発をテーマとした地球サミットで採択

された行動計画であるアジェンダ 21や目標とされた森林原

則の実践的適用として広まりつつある森林認証・CoC制度は，

独立した第三者機関が「環境 ・経済 ・社会」の 3つの持続性

の観点から適切な森林管理が行われている森林または事業体

を認説し，その森林から生産され木材 ・木製品lこラベルを付け

て流通させることで，持続可能性に配慮した木材についての

消費者の選択的な購買を通じて，持続可能な森林管理を支援

する民間主体の取り組みで，FSC(Fo1'est Stewa1'dship 

Council:森林管理協議 会 )， PEFC(P1'og1'amme fo1' the 

Endo1'sement of Fo1'est Ce1'tification Schemes: PEFC森林

認証プログラム)の両国際機関に代表される持続可能な森林

管理を行っている森林かどうかの基準 ・指標は，認証機関ごと

に若干異なる部分もあるが，①合法性 ・政策.1ljl)度的枠組，②

森林生産力，③環境的使irt④生物多様性，⑤社会的経済機能等

を共通原則としているすなわち森林管理の指導原理の要件

とほぼ同じ目標を求めているとも言える 10.15)

(2) 保続原則と収穫規整の史的展開

からの毎年の収穫を均等的 ・恒常的に永続しうるように経営

すべきである原則Jと定義しているが，一般的には一定量の収

肢が将来にわたって得られるように継続的に森林管理を行う

ことと理解され，その収穫量をどのように調整するかという

方法が収穫規整法であると考えられている中世後期のドイ

ツに登場した最も原初的な収穫規整法といわれる 14世紀の

区画輪伐法を起点として，近代林業の発展期ともいえる 18世

紀後半から 19世紀clコ莱に提唱された代表的な収穫規整法と

林業に関する主要な出来事また同時期の日本 ・琉球の林業史

を対比年表として示したのが Table1である近代ドイ ツ林業

の発展期とも称されるこの時期，専門的な知識に基づく森林

の計画的利用により生産活動を活発化 し，一つの産業部門と

して林業を成立させようとした時代であったとも言える.今

日知られている収穫規整法のほとんどがこの時期に体現化さ

れているが，元々，国有林を対象として国家財政基盤の強化の

一際として展開された森林管理の方法ではあったが，照査法

や恒続林思想(施業)のよ うに森林の保全面で評価される合自

然的管理法の端緒となったことも事実である 26-35)

ところで 18 世紀初頭， I Sylvicultu1'a oeconomica，oder 

hauswi1'thliche Nachricht und Naturmasige Anweisung 

zu1' wilden Baum-Zucht林業経済，野生樹種の育成序説

( 1 71 3)J を執筆し，その本の J:I~ で持続可能性 (Nachhaltigkei t) 

の概念を行動原理として言語化し た HansCa1'l von 

Ca1'lowitz (1645-1714)の存在はその後の林業の発展期にお

ける学問的な定式化と独自の職業的な倫理観を生み出したと

も言える.すなわち，森林管理への無頓着性(Nachlassigkeit) 

Table 1. Histo1'ical development of yield 1'egulations in Ge1'many and events in the times (add. Japan and Ryukyu) 

表-1ドイツにおける収穫規整法の史的展開と 主要な出来事(日本 ・琉球) • 

Erfurt市有林

-人工造林記録

-森林法端緒

-森林荒廃
(30年戦争)

.)'ロイセン固有林

-中世材木座
(南北朝1375年/室
町/安土桃山時代

1413年l
江戸時代

・幕府御林奉行
(1685) 

・円覚寺創建;
(経済的造林}

• 8eckmann 

Ha付Ig

-石炭使用

-造林進展

-民間林業の進展
・宝暦治水工事
・木材市場公許
・幕府造林指導

.飢鍾/大火/ー撲

-奈温森林法令7'重
.検地

・尚敬王土木事業

Cotta 

Klipstein 

-近代林学端緒
-国有林経営基礎

-択伐作業制限

-各藩林政改革
・木場/木材専売制
.江戸大火

(文化年聞の林業)

ludeich Hundeshロgen Martin Gurnaudρランス) Moller 

Heyer 8iolly(スイス)

-皆伐作業問題 -大虫害発生 -施業法検討

-森林生態学誕生 -施業案成果 -経理学再編

-経済政策統一 -戦後憎伐 -林業計画経済化

-森林面積安定 {第1次大戦}
-保育技術向上

土地純収益説と森林純収益説の論争

j去正林思想の成立・展開 合自然管理原則提唱

-尾張藩木曽施 -豪商・農による鐘林 -版籍奉還 ・国有林施業案編成規定 -官行造林法

業 事業 -宮林規則 -山林労働組合 -米材大量輸入

-土佐/鳥取/秋図 -植林/木材取引/林 -森林法公 ・改正森林法 (関東大震災)

藩林政改革 産物売買への規制や 布 -公有林野整備事業 -営林局署官制

取締り

(文政年間の林 l天保年間の林業)
業)

-八重山開 ・柚山処分
墾規則 -部落有林化

-琉球藩

-林政八書

木材生産に主眼を置いた保続原則について，;):1二上 19)は「森林 の対局概念、と して持続可能性(Nachhaltigkeit)を実効的に言
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語化し，持続性の事前配慮原則として， 1計画的な企図J， 1倹

約的な利用J， 1次世代への責任J， 1国民経済への寄与」を

唱えた 36・38)目「林政八書」や 1111林真秘」を書き表し，琉球王

国の林業の礎となった禁温(1682-1762)が同時期に同様な考

えを持った事に歴史的な必然性を感じる.

3. 木材資源利用の歴史的展開

(1) ドイ ツと 日本の木材生産の歴史変遷と特徴

Zundel und Schwartz39)Iこよる 150Jahre Forstpolitik 

in Deutschlandドイツにおける林政 50年史」を基に，第二次

世界大戦前後(1920-1970年)の旧西ドイツにおける年間伐採

量の推移と主要な社会動向を示したものが Fig.4である.

戦前 ・戦後期を通じて標準伐採量は概ね 2千数百万 m3の水

準で変化しているが，1933-1945年のナチ政権下の時代には

一時的な増産政策が実施されたことがわかるその後はほぼ

ツにおけるこのような木材生産の歴史的展開につい

て，Brandlの言葉を引用しつつ， 1大量伐採を行った 2つの対

戦とその直後の期間を含めて保続原則は続いていたとして

いる。事実，大量伐採のJ却期q羽i問が終わると

いものの，仔例リ年σのの')(伐支採量 レベ/ルレに戻つている.筆者も Brand剖l 

の主張に従うこととする」と，保続原則の継続↑性生を肯定して

いる.

Fig.5は半田 41)及び熊11崎'12)のデータを基に，1915・1988年の

73年間の我が国の木材(丸太)生産量の推移と森林 ・林業に

関連した主要な社会動向を示 したものである.1930年代の初

頭まではほぼ 1500万 m3以下の水準で‘推移しているが，その

後は日中戦争 ・太平洋戦争期まで急速に生産量は増加した，

戦後は，1947年の林政統ーによる国有林の一元管理化，戦後の

復興用材需要，朝鮮戦争による特需，北海道国有林における大

量の風倒木処理等により木材生産量は飛躍的に増加した.高

戦中 ・ 戦後強制伐採期 1 935~53
50"10以上の過伐・蓄積量の116喪失

森林資源 1927
.議林面積:27%

-針広比例):71/29
.樹種構成比(%)・

すツカヲマツ[“)/トウt他[27)
ナヲ(7)/プナf也[22)

占領軍lイギリス1
による強制伐採

20目万四世

[成長量の3倍)

1920 25 30 35 40 45 50 55 60 65 1970 

ナチ政権下:1933~45
東西ドイツ成立 パリ協定

1949 1955 

Fig.4. Harvested and prescribed yield timber volume in Western Germany (FRG) in 1920-1970. 

図-41920・1970年期の旧西ドイツの伐採量(実質伐採量 ・予定標準伐採量)の推移と主要な社会動向.

データ :Zundel und Schwartz(1996) 50 Jahre Forstpolitik in Deutschland /神沼公三郎(2012)

ドイツ林業の発展過程と森林保続思想の変遷，を改編

以前の水準にまで戻るが，1955年前後を境に段階的に上昇の

傾向を示している一方，実質伐採量についてみると，1929年

の世界恐慌から経済危機が続いた 1932年前後までは，ほぽ標

準伐採量に匹敵した水準で推移している.しかしそれ以外の

全期間を通 して標準伐採量を上回る地伐が継続したことがわ

かる特に，木材価格統制期を含む 1935-1953年の戦中 ・戦後

の強制伐採期には著しい過伐の状態に陥っているそれ以降

は若干の変動を繰り返しながら推移している.神沼 40)は，ドイ

度経済成長時代が始まる 1955年以降も生産量は漸増した

が，1967年の 5274万 m3をピークにその後は 1980年代初頭

まで減少傾向が続いたー第二次世界大戦を挟んだ戦前 ・戦後の

ほぼ同時期における国内の木材生産の推移という視点からは，

前述のドイツの傾向とはかなり異なったものであったことが

理解される 43-49)
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Fig.5. Chang巴sin domestic timber production (log) in 1915-1988 

図-5戦前 ・戦後期(1915-1988年)の丸太生産量の推移と社会動|肯卜

データ:半田良一(1990)林政学，文永堂I:I:I!仮， 331P，付表 4-2，4四 4，熊11府

展の量的側面，林業試験場研究報告第 201号 1-174p，より作成

1970 1940 1930 1920 
大正4年

の県産材の総生産量と薪炭材率の惟移を示したものが Fig.6

である.1921年前後で、生産量の変動l隔が大きく異なっている

が，1920:9三の官行進林法の施行が影響したものと考えられる.

全期間を通した年木材生産量は 13万 6千 m3で，その内，薪炭

(2)沖縄における木材生産の変遷と特徴

林野庁院修の「木材生産累計統計(明治 32昭和 38年)J 

'19)及び仲間 50)のデータ を基に，戦前期の 1905年 1944年まで
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Fig.6. Timber production and fuelwood share in Okinawa in 1905-1944. 

区卜6戦前(1905-1944年)の木材生産量の推移と薪炭材率.
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Fig. 7. Total timber噌 productionand wood use per capita in 1905 -2014. 

図ー7県産材の生産量及び県民 1人あたり換算の利用量推移 1905-2014年.

言い難い.一方これと対照的に，2010年沖縄県策定の「沖縄 21

世紀ビジョン平成 22年 3月沖縄県J52)では，2016年登録を

視野に入れた「奄美 ・琉球諸島世界自然遺産」の圏域別森林

域の機能区分 ・ゾーニングシステムの構築を最重要戦略のー

っとして，本島北部ゃんばる地域をその核心域(コアーサイト)

として位置付けたーそのため，両者の見解と方向性を包括した

ゃんばる地域の森林 ・林業の保全利i活用システムの構築を目

的として Iゃんばる型森林業の推進~環境に配慮した森林

利用の桝築を 目指して ~J が沖縄県農林水産部森林緑地課

(現森林管理課)より施策方針として平成25年3月に示された

53)その骨絡は森林機能のカテゴ リー化 (自然環境保全 ・水土

保全 ・林業生産 ・森林利用)と利用区分(ゾ、ーニング コア

エリ ア/バッファーゾーン)である(Fig.8)一方，前述したよう

に 2却01凶6年 9月環境省省、により 「やんばる国立公園: I陸E盛~j域或

13622ha剖」が指定され(印Fi屯g.8ω)，この国立公園化の担{保呆処置を受

け，最短で 201凶8年夏の1世並界自然遺産「奄美大島

島北音部li及び西表島(J鹿厄児島県 .沖縄県)川」登録を 目指している.

今，やんばば、るの森林が「経済的資源源、卯手和利|りl用と公的環境管理の重居層:J 

という従5来|長毛とは異なる管理原則のパラダイムシフ トの体現化

を求め られていると言える.その鍵となるのが，長期的な資源

量温存のための森林整備 ・管理技術の恒常的継続(直線的な物

理的H寺間制1の視点)と，亜熱帯島l興環境下での合自然的な森林

の生態系サービスを経年的に担保する(円環的な生物的時間

制1の視点) 54)地域的な合意形成 ・意思決定に基づく保全管理!

の仕組みの構築であると考える 55'60)

材は 12万 1千 m3とほぼ9筈IJを占めている 1920年以降の比

較的変動の少ない時期に限ると戦前の木県の木材生産量は

ほぼ 18万 m3水準で，戦時下に近づくにつれて薪炭材率は低

下し軍需用料として供出されたことが読み取れる.

次に F日ig.7は，Aq戦袋前の 1905年

間の県l産圭材の生産量の推移(m3勾/句年三)と 5句年三1毎街街'の県民一人当た

り換算利用量 (m3勾/人/主年1ド刊三斗) を試算したものでで、ある.

生産量の変遷の過程から，①1920年の官行造林法施行iIIi

(資源造成 ・整備期)，②その後の戦中 ・戦後の混乱期を挟ん

だ 1960年までのH寺期(恒常的資源利用期) ，③1961-1973年

(経済成長に伴う姻産期)④1974年以降(資源保全・循環矧)

に大略区分される.戦前の県産材生産量と県民 1人当たり利

用量の変化の対応性は，その用途が薪炭利用であったことを

裏付けて いる.こ の時期，県民 1人当たりの利用量はほぼ

0.2-0.3m3f年で、ある.戦後は県産材の占有率が 30%を下回った

1960年初頭(1960{l三:0.042m3)から，1970年 0.058m3，1980 

年:0.018 m3，1990年 :0.021m3，2000年 :0.007 m3， 2010 

年:0.00331113と推移した 12-13，15，51)

(3)資源利用と環境管理のパラダイムシフ ト

平成 21年から始まった「沖縄北部地域森林計画書 :10年

計画大綱Jは，ゃんばる地域を含む沖縄島北部の森林管理や林

業活動の在り 方 ・方向性を示したものであるが，森林施業 ・管

理計画に植われている基本部分は慌帯林を対象とする本土型

の人工林の体系に準じた内容のもので，島|興亜熱帯森林の保

全管理や資源利用の特異性を十分に反映したものであるとは
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生物的時間軸(円環的) 物理的時間軸(直線的)

Cコ削喧克明

こコ 侮 lI~~in:I~t::Ç
E二J""屯相刷、根

巴 雪 間四割問

Eコ日間

公的環境保全管理 経済的資源利用

Fig. 8. Concept of paradigm shift for sustainable forest managem巴ntbased on community lev巴1activity at 

Yambaru region. 

図-8ゃんばる地域の持続的森林管理へのパラダイムシフトの概念経済的資源利用(直線的 ・物理的時間1!ilt1)と公的環

境保全管理(円環的 ・生物的時間軸) の重層的体現化.

要約

県全体の森林面積の約 26%を占める沖縄島北部のやんば

る地域は，18世紀初頭の琉球王府時代から林業の中心であっ

たが，近年は森林の生態系サービスを主体とした様々な使益

機能の発揮が期待されている.すなわち，亜熱帯常緑照葉樹林

は，本島全域の水源地として重要な役割を果たしており，しか

も絶滅が危倶されている多くの貴重な固有種の生息地域とし

て iゃんばる国立公園 :2016年 9月 15日指定J， i奄美大

島，徳之島，沖縄島北部及び西表島(鹿児島県 ・沖縄県)1企界自然

遺産登録候補地」にもあげられている.そのため，ゃんばる地

域の森林の利活用と環境保全の問題は，従来にも増して地域

社会を巻き込んだ複雑な状況を呈してきている.本報告では，

将来を見据えた"地域全体で支えていくゃんばるの森林の利

用や保全管理の在り方は何か ?"を模索することを主眼とし

て，敢えて，古典的な森林 ・林業の管理 ・経営の問題領域であ

る 「森林の保続原理と収穫規整」の歴史的展開 ・文脈を通し

て論考した。近代林学の発祥の地であるドイツ(旧西ドイ)に

おける森林伐採量の推移と社会動向，そのドイツの森林管理

や林業を手本として展開された我が国の木材生産活動の推移

を似l'II敢しつつ，木県における軌跡と今後を重層的に展望 した.
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